
平成２８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No  18 府 省 庁 名  金融庁

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
確定給付年金制度の見直しに伴う所要の措置

要望内容

（概要）

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

  確定給付企業年金制度  

・特例措置の内容 

確定給付企業年金制度（ＤＢ）について、 

・安定的な財政運営ができる環境の整備 

・運用リスクを事業主と加入者で柔軟に分け合う仕組み（いわゆるハイブリッド型制度）の実施 

を可能とするため、将来の財政悪化を想定した計画的な掛金拠出の仕組みを導入すること等に伴い、税制上の所

要の措置を講ずる。 

関係条文   法人税法施行令第135条、法人税法施行規則第27条の20、所得税法施行令第64条、地方税法第24条、

第72条の２、第294条、等 

減収 

見込額 

［初年度］ ▲3,600 （     ）  ［平年度］  －   （     ） 

［改正増減収額］ －                            （単位：百万円） 

要望理由
（１）政策目的 

  本施策の実施により、景気変動による企業の追加的な負担の軽減等を実現し、企業年金を実施する企業

の安定的な企業活動及び企業年金の安定的な財政運営が可能となることを目指す。 

（２）施策の必要性 

確定給付企業年金の運営について、現行では負債の額を超える掛金の拠出が認められていないため、結果とし

て、景気が悪化し企業業績が悪いときに追加拠出が求められることになり、企業経営に多大な影響を与えている

という課題がある。 

このため、あらかじめ確定給付企業年金の財政悪化を想定した掛金の拠出を可能とすることで、景気変

動による財政悪化が企業経営に与える影響を抑制し、安定的な財政運営を行うことを可能とするほか、確

定拠出型年金と確定給付型年金の特徴を併せ持ついわゆるハイブリッド型の企業年金の仕組みを実施可能

とする等、景気変動等を見越したより弾力的な運営を可能とする必要がある。 
※「日本再興戦略」改訂2015（平成27年6月30日閣議決定）において、ハイブリッド型の企業年金制度の導入や、将来の景気

変動を見越したより弾力的な運営を可能とする措置について検討することとされている。

本要望に

対応する

縮減案 

 なし 
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合
理
性

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

Ⅱ－３ 資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備

政策の 

達成目標 

企業年金基金等が安定的に運営されることにより、国民の長期的な資産形成が図られること。

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

恒久措置を要望。 

同上の期間中

の達成目標 

（政策の達成目標と同じ。） 

政策目標の 

達成状況 

 － 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

平成27年7月1日時点の 

規約型確定給付企業年金の件数：13,249件 

基金型確定給付企業年金の件数：601件 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

企業年金基金等が安定的に運営されることにより、国民の長期的な資産形成が図られることから

有効である。

相

当

性

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

なし 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

なし 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

－

要望の措置の 

妥当性 

企業年金基金等が安定的に運営されることにより、国民の長期的な資産形成が図られることから

妥当である。
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

－ 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

－ 

これまでの要望経緯 

本年度からの要望である。 
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